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1　はじめに
　本論では、まず、教育評価の重要性が指摘さ
れてきた背景・経緯と「教育評価」とはいかな
る内容・意義を有するものなのかについて、自
らの考えを述べることとする。
　次に、大学における自己点検・評価及び第三
者による評価のあり方について、授業評価を中
心に述べることとする。
2　 教育評価の重要性が指摘されてきた
背景・経緯
　1998年のことと記憶している。友人が勤務
する大学における教授会でのことであった。学
長は、友人がが個人的に行った授業アンケート
に触れながら、教育水準の評価と改善の必要性
を力説した。会議場は騒然となったいう。学長
の発言は、授業アンケートを義務化すべしとい
う旨の教職員への圧力と感ぜられたという。独
断で（？）アンケートを実施した友人は、教職
員から、アンケート後の授業の（大）改善とい
う労働強化を職場に持ち込んだ張本人として、
有言・無言の非難を受けたという。
　実は、大学に常勤として勤務を始めた年か
ら、論文筆者も同様に授業アンケートを実施し
ている1）。学生と筆者との間に認識の齟齬をな
くし、より興味深くお互いが楽しい授業を運営
することを目的としてのものであった。
　だが、数年のうちに、全国の大学を取り巻く
状況すべてが一変した。2006年度に第三者評
価を受けた勤務短期大学では、既に授業評価を
受け入れる体制は整っていた。教育評価として
の授業アンケートの実施に否定的な意見は、皆
無であった2）。では、この転換は、いかなるこ
とから起こったのであろうか。
　直接的には、1999年の「自己点検・評価」
の義務化（大学設置基準）と2002年の学校
教育法の改正に従う第三者評価の義務化にあ
る。だが、教育評価を行うということの淵源は
1991年の、大学設置基準の大改訂にあると考
えられる。
　設置基準の大改訂は、「各大学がその理念・
目的に基づきまた社会の要請なども考慮に入れ
ながら、独自の教育研究活動が展開できるよう
規程が大綱化・簡素化され3）」るなどの特徴を
持っていた。これは、1986年の臨教審第二次
答申にも盛り込まれた大学の「多様化」という
経済界を中心とした規制緩和の要求を大きく反
映するものと考えられる。同時に大学は、その
教育研究の水準の維持や向上を示す方途として
「自己点検・評価」を行うことが努力義務とし
て示された。
　その後、自己点検・評価については、「あく
までも大学・学部等の単位の自立的かつ完結的
な点検・評価活動に徹すべきであるとし、その
結果を直接社会に公表しこれに対する社会的評
価を積極的に取り組むことを通じ大学の自己改
善を促進していくべきことを主張する論者も見
られた 4）」。しかし、評価に高い客観性、妥当
性を保証するために、現状では、評価機関によ
る第三者評価を行うこととなっている。
　また「自己点検・評価」や第三者評価の努力
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義務から義務化といった大学への圧力の高まり
については、清水一彦と早田幸政は、「大学評
価に対する効果的な実施の必要性の所以」とい
うことばを用い、厳しい財政事情の中、有為
な教育研究組織に効率的な資金投入を行う必要
や、少子化時代の厳しい経営環境の中で、検証
を繰り返しながら体質を強化していく必要性と
いった政府（特に官邸）が進める構造改革路線
に沿った点など 6 点を挙げており5）、これが相
当すると考えられる。このうち、国境を越えた
人とモノの流通が活発化する中、サービスや資
格の基礎となっている教育プログラムを国際標
準によって評価することが重要と考え始められ
ているという点や、高等教育そのものがグロー
バル市場における貿易「商品」であると見なさ
れ、高等教育の質保証を国際レベルで行うため
という点は注目される。大学教育が、国際的な
サービス商品化していく中での、大学への圧力
となっている指摘は、高等教育の国際経済化と
いう流れとして、大学人は注視せねばならない
と考えられる。
3　 「教育評価」とはいかなる内容・意
義を有するものなのか
　それでは、教育評価としての自己点検・評価
と第三者評価は、いかなる内容・意義をもって
いるのであろうか。
　「 2 」で先述したように、評価の客観性・妥
当性を保証するために、評価機関による第三者
評価を行うこととなっている。これは、大学評
価・学位授与機構や短期大学基準協会などの
「認証評価機関」による、基準に基づいておこ
なわれることとなっており、基準に基づいたマ
ニュアル化に従って自己点検・評価が行われて
いる。
　ところで、認証評価機関の基準といえば、
60年近くの伝統を持つ大学基準協会の「大学
基準」に注目すべきであろう。
　1947年に発表された「大学基準」には、そ
の「基準　一」として「大学はその設置の目的、
使命を明示しなければならない」とうたわれて
いる。昨今の大学競争化の中で、大学の個性
の主柱として取りあげられる大学のミッション
が、その当初から掲げられており、その先進性
におどろかずにはいられない。また、1959年
の改訂では、「基準　二」は「大学はその目的
使命にふさわしい教育課程を設定し、これを効
果的に実現することに絶えず努力しなければな
らない」という文言になった。また、1971年
の全面改定では、「基準　二」には「教育・研
究に関する成果の向上に努め、その責任を十分
果たすようにしなければならない」という、い
わゆる「向上基準」が盛り込まれるなど、大学
基準協会が、次々に教育改革をその基準に取り
入れていることがわかる。さらに、1994年には、
その「趣旨」に「自己点検・評価」を盛り込む
など、率先して高等教育の基準と評価システム
づくりをリードしている。
　では、教育評価は、何が行われるべきであろ
うか。中心と考えられる2点を述べることとす
る。
　まず、基準協会が当初から掲げている「目的
・使命」に合致しているものであるかが問われ
るべきであろう。「目的・使命」に基づいた学
科の目標があり、それに基づいたカリキュラム
があり、カリキュラムに基づいた授業が展開さ
れているかという一貫性が問われる。これは、
当初から日本が第三者評価の手本としているア
メリカのアクレディテーションにおいて、最も
重要視されるところである。
　実際2005年に、筆者がアメリカの地区基準
協会への取材に訪れたときにも、ニューイング
ランド基準協会のパトリシア・オブライアン氏
がまず強調していたところである6）。キリスト
教の神への契約としてのミッションと多民族・
合衆国制の中での統一基準を求めるアクレディ
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テーションといったアメリカの伝統と、日本の
場合との違いはあるだろう。だが、先述したよ
うな規制緩和と大学の多様化の中で、「目的・
使命」はユニバーシティー・アイデンティティ
として最重要なものといえよう。
　この授業・カリキュラム・学科の目標の点検
の中で、教職員が、自らが寄って立つ機関とし
ての大学の存在理由を再確認でき、一貫性の中
での改革が可能になるであろう。実際、論文筆
者も、2005年度より、担当する全ての授業の
中で、大学のミッションと当該授業がどのよう
な関連を持っているのかを、第 1 回目の授業で
示している。ミッションとの関連をオリエンテ
ーションしてから授業に入るといった、授業改
革につながっているのである。
　もう 1 つの中心は、「 2 」の冒頭にも取りあ
げた授業アンケートである。アンケートの信憑
性について疑念を持つ教員もいるが、東海大学
の調査では、89％の学生がまじめに取り組ん
でいるという結果が出ている7）。授業に関する
アンケートは、在学生のみならず、卒業生の評
価も必要となるだろう。教育のレリバンスにつ
いては、一般教養科目などは、在学中に評価が
定まらないものもある。「目的・使命」と別に、
卒業生を含めた授業のアンケートを取りあげた
ことには、理由がある。もちろん授業は「目的
・使命」との関連がまずは、問われるべきであ
るが、授業そのもののレリバンスが考えられる
からである。
　実際早田幸政は、「当初設定した『理念・目的』
とは一見乖離しているかに見える『予想だにし
なかった』教育研究上の優れた成果の測定・評
価にあたっては、既存の『理念・目的』を評価
規範とすること自体、全く意味をなさないこと
の指摘がなされてきた」ことを述べているので
ある8）。
　また、ほとんどの学生が、専門と違った分野
に就職する文学部とその教育のレリバンスの測
定についても、かつて述べたことがある。少々
長くなるが引用したいと考える9）。
筆者も卒業した文学部の学生は、いうまで
もなく専門と異なる企業に、その多くが就
職する。ユニバーサル段階に達した現在、
かつての大学生とは違い、文学部卒業生
に、大学入学を果たしたことから推察され
る潜在的事務対応能力があるとの保証はな
い。更に、大学教育そのものに、職業的レ
リバンスがなかったとの本田由紀の指摘も
ある（『若者と仕事』東京大学出版会2005
年）。
　だが、文学部の専門教育が、非関連企業
での能力に対して、間接的副次的な効果を
もたらした可能性はある。工学教育につい
ては、濱中淳子によると、研究室での教育
熱心度が、専門応用知識の向上・社会交流
機会に正の影響を与えているという調査も
ある（「工学系卒業者の学習歴－研究室教
育の多元的効用－」矢野眞知ら『工学教育
のレリバンス』平成14～16年度文部科学
省科学研究費補助金基盤研究（Ｂ）（1）課
題番号14310118、2005年 3 月）。非専門分
野に就職する文学部や広くさまざまな領域
に就職する商学・経営学・経済学部など
こそ、「隠蔽された大学知」（矢野眞知『教
育社会の設計』東京大学出版会　2001年）
や専門教育の副次的効果を明確にし、産業
界や学生・保護者に喧伝することが経営戦
略として必要と考えられる。
このためにも、卒業生を、授業アンケートに含
める必要性があると考えるのである。
4　教育評価内容の研究の重要性
　上述のように、教育評価の重要性の経緯と、
教育評価の内容・意義について述べてきた。第
三者評価の義務化は、始まったばかりで、すべ
ての大学が、義務化以降アクレディテーション
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を受けたというわけではない。各認証評価機関
が定めた基準やマニュアルの内容は、「 3 」で
述べた大学基準協会の大学基準の改革を見ても
わかるように、絶対的なものではない。
　たとえば、諸認証評価機関がマニュアルと
して示す、「自己点検・評価」報告書の標準枚
数100枚という、この数字は、合理的な根拠を
基にしているとは、必ずしもいえない。アメ
リカの地区基準協会のセルフスタディーのマ
ニュアルを見ればすぐに気づくことであるが、
「The self-study document（product）」に「about 
100pages」とある、アメリカの文字と基準によ
るページ数に対応したものとなっている。
　また、「 3 」の最後で述べたように、評価内
容を意義あるものにするためには、「理念・目
的」のみならず、まさに早田が述べるように、
「学術研究や教育等の評価において必須不可欠
とされる定性評価の十全な実施の確保と費用
か結果の客観性を高めうるような評価規範や評
価指標の開発・確立に向け、基礎的な調査研究
を行っていくことが必要と思われる10）」のであ
る。
5　研究から教育へ
　論文筆者が2006年度まで勤務していた教育
機関は、食物栄養科・保育科・経営学科から
なる短期大学であった（なお、経営学科は、
2008年度より、大学新学部と統一された）。勤
務短期大学では、地域社会で活躍できる基本的
な実学の教育を行うことが主眼となっており、
研究と教育のバランスでいえば、教育にかなり
重きを置いてきた。
　一方、日本の（講師・准教授なども含めた）
教授職は、今まで研究志向が強かったことは、
よく知られている11）。だが、ユニバーサル段階
・大学全入時代を迎え、大学は、急速に教育に
重点を置く必要に迫られている。遠山プランの
当初の用語「トップ30」から考えても、日本
の大学で「世界的研究」の拠点になれる大学は、
四年制大学の 5 ％ほどであろう。
　つまり、勤務短大で重視されてきた教育が、
一般的な四年制大学でも同様に重視されて、短
期大学では、更に教育に重点が置かれる必要が
あろう。
6　 「自己点検・評価」「相互評価」から
「第三者評価」へ
　さて、その教育を含めた大学の評価は、「自
己点検・評価」、「相互評価」から「第三者評
価」の義務化（2002）と変化している。これは、
大学審議会による「二一世紀の大学像と今後の
改革政策について（答申）」（1998／10）が、「自
己点検・評価」から「第三者評価」への転換は、
日本の大学は、「自己点検・評価」・「相互評価」
が十分に成果をあげていないとの指摘をもとに
したものだった。
　しかし、喜多村が述べるように、成果をあげ
ていないのは事実なのかの検証や「自己点検・
評価」に有効性がないのかという点について、
答申は十分な根拠を示していない12）。
　では、なぜ「第三者機関が必要なのかといえ
ば、政府は評価と資源配分とを連動させようと
しているからであろう」し、そこには「大学評
価の結果と予算配分とをリンクする方向への路
線がはっきり打ち出されている13）」のである。
　このことは、ＣＯＥやＧＰなど採用からも頷
かれる。競争の中での資源配分の中に第三者評
価も組み入れられている。
7　 授業評価の重要性と協働参画型評価
Ｔ－ＰＥの重要性
　「 5 」「 6 」を合わせて考え、政策に従うなら
ば、評価の中で、最も重用視されるのは、当然
教育の評価となるであろう。教育には、ミッシ
ョンに基づいた教育目標、教育目標に沿ったカ
リキュラム、そしてそのカリキュラムに対応し
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た授業が配置され、それぞれが評価の対象とな
る。ただその中で最も中心となるのは、やはり
日々に行われている授業の評価となるだろう。
　さて、その授業の評価には、例えば、ラリー
・キング、マイケル・Ｄ・ワガナーが指摘する
ように、授業観察による同僚評価や、ティーチ
ング・ポートフォリオ作成による自己評価も重
要である14）。しかし、授業の中心は学生である。
学生がどのように授業を判断したかの評価が最
も重要視されるべきであり、またその評価が教
員の授業内容改革・教授法改革に実効的につな
がるものでなくてはなるまい。そのためには、
学生の授業評価が確実に、授業内容・教授法に
変化をもたらすための牽引力・または圧力が必
要となる。
　そこで、注目されるのが、早田幸政が論じて
いる「協働参画型評価」の「Ｔ－ＰＥ」評価で
ある15）。
　「協働参画型評価」とは、「プログラムに何
らかの利害関係を有するステイクホルダー自
身が評価プロセスに参加し、実際の評価活動
に従事することを内容としている」。また、こ
の協働参画型評価は、「現状改良志向協働参
画型評価（Practical Participatory Evaluation
＝Ｐ－ＰＥ）」と「変革志向協働参画型評価
（Tranceformative Participatory Evaluation＝
Ｔ－ＰＥ）」という 2 つの潮流に区別される。
　注目するＴ－ＰＥは、Ｐ－ＰＥがプログラム
実施主体、受益者との間に「中立」性を保つこ
とが強く要請されるのに対し、社会変革を促
し、「疎外」された人々の側に立ってパワー・
バランスの変動を目指すという指向性を有した
ものである。
　授業評価に当てはめてみると、「疎外」され
た人々とは、学生にあたると考えられる。―学
生をステイクホルダ （ー利害関係者）ととるか、
教員を含めて当事者ととるかは、意見が分かれ
るであろうが、ここではステイクホルダーと定
義して話を進めることとする―学生の多くは、
教員が一方的に話す講義形式の授業を受け、教
員の解釈通りの理解を強いられる疎外された人
々である。
　Ｔ－ＰＥにより、評価プロセスに学生が「評
価者」と対等な立場で参加することによって、
大学教育の核心である授業の改善が可能となる
であろう。
　例えば、よく聞かれる話であるが、大学で、
授業評価をもとにして、ＦＤを行っているとし
ながら、実は、教員同志で模擬授業の参観を会
議後セレモニーのように行っただけであったな
どという。これらのものは、学生達が実質的に
改善になっていない状況を示すことによって、
一変するであろう。
8　むすび　レイマン評価の可能性
　最後に、Ｔ－ＰＥにおける「評価者」につい
て考えてみたい。大学の評価にＴ－ＰＥ「協働
参画型評価」を取り入れたとしても、すぐに
問題が解決されたとはいえないであろう。それ
は、「疎外された」学生の立場に立つべき「評
価者」が、ほとんど教員となっている現状であ
る。
　一般に、大学の評価を行う各基準協会の評価
者は、各大学から選ばれた教員である。この教
員が基準協会で評価トレーニングを受け、評価
者としてサイト・ビジットをも行う。評価者へ
の研修システムは、形式的には整っている。ま
たこの研修を受け、評価者として、既に第三者
評価が行われ、大学の改善に大きく寄与してい
ることは紛れもない事実である。しかし、学生
と逆の立場のステイクホルダーとして日々存在
している教員が、学生の側に立って協働するの
は、はやりなかなか容易なこととはいえないで
あろう。
　とするならば、現在の「自己点検・評価」な
どで調査を依頼さている卒業生・保護者・企業
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人なども、別の大学の「評価者」として加わる
方法が模索されてもよいといえるであろう。
　ただ素人に評価を委ねることに不安を抱くこ
とも十分頷かれる。しかも、該当する大学のこ
とを十分知り得ているとは言えない素人も評価
者に加わることになるのである。
　だが、アメリカの大学のことを考えるなら
ば、その不安を取り除くことが不可能ではない
と考えられる。アメリカの大学理事組織はレ
イマン（layman＝素人）コントロールとなっ
ている。大学についての素人である理事は、研
修を受け、理事としての責務を理解する。理事
研修システムも確立されいる。研修システムの
有効性を確認すべく、理事研究分野をプロパー
とする大学マーケティングの研究者もいるので
ある。この大学理事研究の権威である、ジョー
ジア州立大学のThomas P. Holland氏によると、
これらの人々も理事研修システムのトレーナー
として招かれ、研修システムの向上と、レイマ
ンコントロールの質を保証しているという16）。
「評価者」としてのレイマンを加えることは、
不可能ではないと考えられるであろう。
　以上のように、大学評価について、その背景
から、第三者評価への径庭、さらには第三者と
してのレイマン評価の可能性を指摘した。
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